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企業不正支出の資産性に対する理論的考察

...

一..一「仮払計上説」の妥当性 についての検証一

宮 本 幸 平

1は じ め に

企業不正支出 〔以下,単 に不 正支出)は,手 段 が どうであ るにせ よ,基 本的

に,金 銭の.支出に よ りその対価 として何 らかの利益 を得 ることを目的 と した経

済的行為であ る,、筆者は これまでの研 究において,不 正支出 に対す る 「会計上

の費用性」 およ び 「税法 上の損金 性」 につい て考察 を行 い,不 正支 出 を 「費

用」 もしくは 「損 金」 とす ることの問題性 を指摘 して きた㌔

かか る研究 において次に考察せねばな らないの は,不 正.支出 に費用性 ・損金

性が存 しない場合 に,こ れ らを会計上いか に処理すべ きか とい う問題で ある。

これに関 して,不 正に よって会社の財産 を減少せ しめ るよ うな行為 その ものは,

会 社 と委任関係 にある取 締役 の忠実義 務(商 法第254条 ノ3)に 違 反す る もの

として同人に対す る損害賠償(商 法第266条)を 請求すべ きであ るか ら,一 旦,

同 人に対す る仮払金 に計 ヒすべ き との考 え方があ る。 そ して これ を 「仮払計上

説 」 と呼 ぶ場合 があ る2:。つ ま り,不 正 と判 断され る,も しくはその可能性 が

1)企 業不正支出の費用性 を是認す ることの問題点 について は,拙 稿 「企業不正 支出の費用性 に対

す る理論 的考察 」「徳島文理大学研究紀要1第58号,1999年9月,を 参照 されたい。 また不正 支

出の損金性につ いては,拙 稿[法 人税 法におけ る使途秘 匿金の費用性 につ いて」 「経済論叢」 第

161巻 第4号,1998年4月,を 参照されたいc

2)日 本公 認会計士協会京滋会1使 途不明金の法律 と会計 税務の実務』清 文杜19951t,.174ペ ー

ジ。「仮払計上説」で は,従 業員が 支出した場合 も,責 任が明 らか にされ るまで は本人 もしくは

上 司である善管注意義務者に対する仮払 金 とされる。

また,河 井信 太郎1会 計上の粉飾 と法律.上の責任」 同文 舘,1975年.94-95ペー ジにおい ても,

当初から不正 を行 う目的 をもって,あ るいは犯罪準備行為 として,仮 払 金勘定を起 こす可能性ノ
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ある支出は,未 決済勘定処理 として仮払金勘定 に資産として計上するとい うも

のである。

しか し当該所説に対 しては,① 支出者の弁済 ・清算による費用処理が必ず

行われるという保証がな く,事 後処理が明らかでないから,仮 払金としての要

件 を具備 していないこと,② 明らかに費用支出であるにもかかわ らず これを

資産として仮払金に計上すれば利益が捻出されて しまうこと,な どが理論的問

題点として指摘されている3〕。

そこで本稿は,「仮払計上説」の妥当性について会計理論および法解釈論に

基づいて考察 し,不 正支出の資産性 を検証することを主たる目的とする。まず

第π節では,仮 払金とされた不正支出の資産性を検証するための前段階として,

アメリカの先行研究を中心に資産の意義について概観する。第四節ではかかる

意義を敷衍しながら,上 記の2問 題について考察 し,「仮払計上説」の妥当性

を検証する。さらに第N節 においては,仮 払金処理を前提 とした場合に生じる

法的責任について,実 定法に即 して新たに明示 したいとおもう。

H会 計上の資産の定義と仮払金の特質

本稿 は,不 正支出を仮払 金に計上す ることの妥当性 について検 証す ることが

主た る目的であるが,本 節で はまず,考 察を進 め るうえでの 前提 を明 らか にす

る。すなわち,ア メリカの先行研 究におけ る会計 上の資 産の定義 を示 し,さ ら

に,仮 払 金の意義 お よび法 的性格 につ いて も触 れてお く。

1ア メリカの先行研究にみる資産の定義

.一般 に
,資 産は3つ の方法に よって生 じるもの とされてい る。第1は,企 業

が自己資本 もしくは他人資本を調 達す ることによって現金 ・預金 などを獲得す

る方法であ り,第2は.販 売 による収益 の対価 として現金 ・売掛金 ・受取手形

＼が指摘されている,

3)日 本公認会計士協会京渡会,同 上書,175ペ ージ,
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な ど を 獲 得 す る 方 法 で あ る 。 ま た 第3は,企 業 内 で 使 用 す る 目 的 あ る い は 他 へ

販 売 す る 目 的 で,財 貨 も し く は 用 益 を 取 得 す る 方 法 で あ る ㌔ 第1と 第2の 方

法 に よ っ て 生 じ る の が 貨 幣 性 資 産 で あ り,第3の 方 法 に よ っ て 生 じ る の が 費 用

性 資 産 で あ る 。 貨 幣 性 資 産 は 費 用 性 資 産 取 得 の た め に 用 い ら れ る こ と も あ り,

他 の 貨 幣 性 資 産 に 転 換 ず る こ と も あ る 。 こ れ に 対 して 費 用 性 資 産 は,お も に 費

消 して い く%

PatonandLittletonは 資 産 に つ い て,「 生 産 の た め に 取 得 さ れ た 要 素 で 経 営

過 程 の な か で 正 当 に 『売}二 原 価 』 ま た は 『経 費 」 と して 取 り扱 わ れ う る 点 に 達

して い な い も の は,『 資 産 」 と 呼 ば れ て お り,そ の よ う な も の と し て 貸 借 対 照

表 に 表 示 さ れ て い る 。 し か し な が ら,こ の よ う な 「資 産 』 が 事 実 上 『.未決 状 態

の 対 収 益 賦 課 分 』(revenuechargesinsuspense)で あ り,次 期 以 降 に 費 用 ま

た は 経 費 と して 収 益 と 対 応 せ しめ ら れ る の を 待 っ て い る 」 も の と して い る司。

ま たW.J.Vatterは,「 資 産 は そ の 性 格 上 経 済 的 な も の で あ り,将 来 の 事 象

に 備 え て こ れ を 変 形 す る と か,交 換 す る と か あ る い は 貯 蔵 す る と い っ た 用 役 潜

在 性 の 形 で,将 来 の 欲 望 の 満 足 を 具 体 化 し た も の 」 と す る%か か るVatterの

.見 解 は,PatonandLittletonの 「『用 役 』,す な わ ち,交 換 さ れ た 場 合 に は,そ

の 企 業 に さ ら に 他 の 用 役 の 潜 在 を 供 給 す る,か か る 用 役 の 潜 在 こ そ が,会 計 の

背 後 に あ る 重 要 な 用 件 で あ る 。ヂ と す る 見 解 に 強 い 影 響 を 受 け て い る も の と学

説 上 考 え られ て い る9}。

4)第3の 方法で資産 を取得する 目的 として,企 業内で使 用す る目的,他 へ販売す る目的以外 に,

「それを持つ ことによる有利さを得る 目的」 も挙げ られる.(清 水 宗一 「資 産会計 論』森 山書 店,

]980年,49ペ ージ}

5)同 ヒ書,49ペ ージ。

G)W、A.PatonandA.C.Ll自.tleton,AnLntmdurtiontoCorporateArmuntinxStandards,AAA,

1940,p.25.〔 中島省 吾訳 「.会社会計基準序説」森[【1書店.1971年,43ペ ー ジ)。

7)Vatterは 続 けて,「 資巌を測定す るためにどの ような手段 あるい は方法 〔原価法.時 価法,価

格鑑定法または任 意的評価法)が 用い られ ようとも,資 産 は物的財貨や法律上 の権利 または貨幣

請 求権で はな く用 役潜在 性で あ る」 と主張 してい る(w.J.Va鵬1,7heFundTheoryofA,.

`oμη`翻8の雇1ご∫1襯μfcαご～oη5/br丹ηαノに認Rゆ σ廓,1947.飯 岡透 ・中原章 古共訳 「資金 会計論』

同文舘,1971年,31ペ ー ジ)

8)W.A.PatonandA.C.Littleton,op,寵,p.13.〔 中島省吾,前 掲訳書.と ユベー ジ:〕.

9}清 水宗 ・,前掲 書,53ペ ー ジ。
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さらに,ア メ リカ会計 学会(以 下,AAA)1957年 改 訂会計原則で は,「 資産

とは,特 定 の会計的実体 の中で企業 の諸 目的に充用 され てい る経 済的諸財 であ

る。資産 は予想 され る業務活動 に利用 しうるあるいは役立 ち うる,用 役潜在性

の総計であ る。あ る種 の資産 の意義 は,そ の企業実体 の諸 目的に独特 に結 びつ

くか も しれ ない し,ま た,企 業継続性 を前提 としている」 としてお り,資 産 の

用 役 潜 在 性 に特 質 を見 い だ して い る10:ト。 そ して 当該 見 解 はSpr。useand

Moonitz(1962年 会 計原則 試案)に おい て も見 出す こ とがで きる。彼 らによれ

ば,「 資産 は,期 待 され る将 来 の経済 的な効益で,こ れに対す る権利 が現在 ま

た は過去の取引の結果 と して,そ の企業 によって取得 された もの を表わす」 も

のであ り,「 将来の経済 的効益 を もた らす ことので きるは っき り した能力が,

資 源を価値 あ るもの とす る属性 であ る」 と考 えてい る1㌔

か ような,資 産 の本 質を 「用役潜在性 」や 「経 済的効 益概 念」 によって基礎

づ ける定義 の体系 は,1957年 改 訂 会計原則,1962年 会計 原則試案 をた どって,

1985年 の 財務会計基準審議 会 〔FASB)に お け る財務会計概念 ステー トメ ント

第6号r財 務諸表 の構成要素』へ と継承 ・展 開 されてい った"oFASBで は資

産 につ いて,「 過去の取引 また は事象 の結果 として,特 定 の実体 によ って取 得

または支 配されてい る,発 生 の可能性 の高 い将来 の経 済的便益 」 と定義 されて

い る」㌔

一方
,ア メ リカ公認 会計士協 会(以 下,AICPA)の 会計 原則委員会(以 下,

APB)は,1970年 にAPBス テー トメ ン ト第4号r企 業体 の財務諸 表の基礎 を

10)AAA,Aε`o,ぞ テ肋,8α ηゴRψoア 畑g5～ αηぬ 酪 ル7・(=oゆor罐 癬 鰍`如'5`"`ε 蹴凄例'∫翻4片 躍 曲8.

Statements,,dSupplement,1957,p.103.〔 中 島 省 吾 訳 編 「増 訂 ・AAA会 計 原 則 」 中央 経 済 杜,

1964年,6呂 ペ ー ジ)c

11)R.T.Spruし1scと1nd氏{.MDりnitz,ATentrkxSeeofBrroadAmountingTrinriplesJorBusiness

痂 蝕,r'5ε∫,AICYAAccountingResearchStudyNo.3,AI〔:PA,1962,pp.20一21.(佐 藤 孝 一 ・新

井清 光 共 訳 『ア メ リ カ 公 認 会 計 上協 会 ・会 計 公 準 と会 計 原 則』 中央 経 済 杜,1962年,134-135

ペ ー ジ)。

12)藤 井 秀樹 「現 代 企 業 会 計 論 」 森 山 書 店,1997年,74ペ ー ジ.

13)FASB,StatementofF(manda!AroomitingConceptsNo6,1985,par.25、(平 松 』夫 ・広 瀬 義 州

訳 「FASB財 務 会 計 の 諸 概 念』 中 央経 済 社,1990年,2§7ペ ー ジ)。
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な す 基礎概念 と会計 原則』 を発 行 したが,こ のなかで資産 につ い て,「 般 に

認め られた会計原則に従 って認識,測 定された一企業体の経済的資源。資産 は,

資 源ではないが一般に認め られた会計原則 に従 って認識,測 定 された一定 の繰

延借記 を含む。」 と定義 して いる1';。こ こで い う 「経 済 的資源」 とは,経 済活

動 に伴 う将来効益 を現在 に おいて資す る もの と考 えられ るか ら,AICPAの 所

説 について も,AAAの.見 解 と同等で ある もの と解 され よ う。

2会 計上の 「仮払金」の意義と法的性格

仮払金とは,「現金支払はあったが,ま だこれを処理すべ き勘定あるいは金

額が未確定の場合,こ れが確定するまでの一時その支払を処理す る勘定」であ

り,「あくまで一時的な支払勘定で,か か る不明確 な科目は往々悪用されるお

それがあるため,つ とめて使用をさけるべき」とされている15,。また貸借対照

表原則四の(一)で は,「仮払金,未 決算等の勘定を貸借対照表に記載す るに

は,そ の性質を示す適当な科目で表示 しなければならない」と規定 している。

他方,仮 払金の法的性格は,会 社と仮払金を受けた者との消費貸借契約(民

法第587条)に 基づ く金銭の交付であり,仮 払を受けたのが取締役である場合

には,取 締役会の承認 を要する金銭の貸付 に該当する(商 法第265条)。 そこで,

取締役に対する仮払である限 り1件 ごとに取締役会の承認を得ることが必要で

あり(通 説),こ の承認なくして行われた仮払は商法第265条 違反の金銭の貸付

となり,こ の仮払をおこなった他の取締役は,会 社に対 して連帯 して返済義務

を負うことになる(商 法第266条 第4項>1G:ト。

かかる法的性格を前提にすると,「仮払計上説」に基づいて不正支出行為者

に支払われた仮払金は,消 費貸借契約に基づ く 「貸付金」の性質を付帯するこ

14)APB,Bas,`Coη`ゆ'5酬`ノ ∠4`.Principlesし 「η48r'}・酌gF'η αηrゴαム9置θ`醐 僧8げ 飾5'η θ∫∫

Empr1∫es,StatementoftheAPBNo.4,AR=PA,October1970.par.IJZ.(川[順 一 訳 「ア メ リ

カ.公認 会 計 」L協 会 ・企 業 会計 原 則j同 文 舘,1973年)。

15)神 戸大 学 会計 学研 究 室 編 「会 計学 辞 典』 第 五版,同 文 舘,1997年 。

16)河 井信 太 郎,前 掲 書,96ペ ー ジ。
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とになる。そ こで,当 該 仮払 金は企業に とっての金銭債権 と考え られ るか ら,

前 述 した,資 産が生 じる方法 の3分 類の うち,売 掛金や受取手形 と同様 に,取

引によ って生 じた貨幣請求権 と考え ることがで きる。ただ し 「貸付金」 は,主

目的の営業取引 によ る債権で はな く】7」,さらに貸借対照 表原 則四の(一)Dに

お いては 「債権の うち,役 員等企業の内部 に対す るもの(中 略)は,特 別の科

目を設 けて区別 して表示 し,又 は注記の方法 によ りその内容 を明瞭 に示 さなけ

ればな らない。」 とされ ている。 したが って,「 仮払計上説」 を前提 とした場合,

使 途が不明瞭な支出は注意を喚起すべ き債権 として,特 別科 目による区分表示

と注記 を要す るもの と考 えられ る。

III不 正支出における 「仮払計上説」の妥当性

以上の議論によって,ア メリカの先行研究に基づ く会計.Lの 資産の定義,お

よびわが国の会計制度における仮払金の意義について明らかにした。本節では

これ らを敷桁 しつつ,不 正支出を 「仮払計..ヒ説」に基づいて資産化す ることの

妥当性について考察す る。

特 に 「仮払計上説」の問題点として,① 支出者の弁済 ・清算 による費用処

理が必ず行われる保証がなく,事 後処理が明らかでないから,仮 払金としての

要件を具備 していないこと,② 費用支出を資産として仮払金に計上すれば利

益が捻出されてしまうこと,が 指摘されているため,こ れらについて理論的に

検証し,「仮払計上説」の妥当性を判断することにしたい。

1事 後処理が明らかでないとされる 「仮払計上説」の問題点

「仮払計上説」の立論における前提は,業 務監査および会計監査 によって監

査役および公認会計士などに指摘された,使 途が明らかにされていないかもし

くは自発的に使途を隠匿した支出(使 途秘匿金など)に 対する求償にあるL8)。

17>新 井清光 『現代会計学』第四版,中 央経済社,1998年,75ペ ー ジ。

】8)使 途秘 匿金の詳 しい定義お よび内容 については,拙 稿,前 掲 「法人税法にお ける使途秘匿金ノ
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つま り,使 途を明らかにで きない支出は,闇 献金 ・賄賂など不正支出である場

合が多 く,か かる支出は,会 社 と委任関係 にある取締役 の忠実義務(商 法第

254条 ノ3)に 違反する行為として損害賠償責任(商 法第266条)に 問われるも

のであるから,司 法判断が下されるまでの間,備 忘のための未決済勘定処理を

して,支 出行為者に対する仮払金 とするのである。

こうした前提において不正支出が仮払金に計上された場合,「仮払計上説」

に対 して指摘される 「支出者の弁済 ・清算による費用処理が必ず行われる保証

がないこと」および 「事後処理が明らかでないこと」などの問題点は,解 決を

みるのではないか。仮払金に計上するのは,使 途が不明で不正につながる可能

性の高い支幽であ り,求 償を前提に監査役 もしくは公認会計士の業務執行 に

よって強制的に計上されるものであ り,さ らには財務諸表において 「注記」な

どで開示されるべき類いのものである。監査役もしくは公認会計士が把握 ・管

理する支出が,仮 に弁済 ・清算されない場合には,も はや,会 社による損害賠

償請求 もしくは株主代表訴訟(.商 法第267条)の 契機 となることに間違いはな

い。したがって,事 後処理についても明らかに実行されるはずである。そうで

なければ,監 査役 ・公認会計士の任務懈怠とな り,善 管注意義務にかかわる問

題となるであろう。

また損害賠償請求の結果,不 正を行 うことが会社の利益のため相当と認めら

れて取締役に損害賠償責任が負わされない場合 も想定されることから田レ,求償

を前提とした 「仮払計.上説」が妥当でないとの考え方 も導 きだせる鋤。東京地

裁平成5年9月16日 判決(野 村證券損失補填事件)で は,「損失補填を実施 し

ても,そ れによ り東京放送 との取引関係が維持され,(中 略)そ れによって野

村證券が既に相当額の利益を得ており,か つ,.今 後も得られる見込みであるこ

＼の費用性 について」 に詳 しい。

19)福 井 地裁 昭和60年3月29日 判決 〔熊 谷組利益供与事件),東 京 地裁平 成9年3月13ロ 判決(日

興證券損失補填事件}な どがある.詳 しくは,拙 稿,.前 掲 「企業不正 支出の費用性 に対 する理論

的考察」 を参照されたい。

20)日 本公認会計士協 会京滋会,前 掲書,175ペ ー ジ。
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とが認め られ る」 こ とか ら,損 失補填が取締役 の任務 倶 体 的には善 管注意義

務お よび忠実義務)に 背いた支出行為で ない との判示が下 され てい るZn。

しか しここで注 目すべ き判示 は,「(利 益が)今 後 も得 られ る.見込みで ある こ

とが認め られ る」 とい う部分であ り,こ こにおいて,損 失補填 に対す る用役潜

在性 ・将来の経済的便益が是認 された もの と勘酌で きる。つ ま り,損 害賠償 責

任が否認された場合で も,当 該支出 によって取引関係が維持 され,将 来 におけ

るキ ャッシュ ・イ ンフローが期待で きるな らぼ,特 定期 間における不正支 出を

(用役潜 在性 を具備 した)資 産 とす る ことにつ いて会計 理論上 問題 ないわ けで

あ るz%

さ らに法 解釈論 か らみ ると,仮 払 金 の法的性格 は会社 と仮払 金 を受 けた 者

(こ こで は不正支 出行為者)と の消 費貸借契 約(民 法 第587条)に 基づ く金銭の

交付で あ り231,仮 払 を受 けたのが 取締役 であ る場.合には,取 締役 会の承認 を要

す る金銭の貸付 に該当す る(商 法第265条 Σ,し たが って,当 該仮払金 は他 の取

締役が共通 して認識す るもので もあ るか ら,支 出者の弁済 ・清算 による費用処

理は会社(お よび取締役 会)の 責任の もとに把 握 ・管理 され るのであ り,事 後

処理が不明になる ことは考え られないのであ る。

2利 益 捻 出 につ な が る と さ れ る 「仮 払 計 上 説 」 の問 題 点

た と え 使 途 が 不 明 で 不 正 に つ な が る 可 能 性 の 高 い 支 出 で あ っ て も,こ れ を 資

産 と して 仮 払 金 に 計 上 す れ ば 結 果 と し て 利 益 が 捻 出 さ れ て し ま う こ と に な り,

懲 罰 的 措 置 が か え っ て 有 利 に 働 く こ と に な る 。 こ れ が,「 仮 払 計E説 」 の 抱 え

る も う...・つ の 問 題 点 で あ る 。

しか し 前 項 で も述 べ た と お り,当 該 説 は,監 査 役 も し く は 公 認 会 計.士 の 業 務

21)1判 例 タイムズ』827号,工993年,39ペ ージc

22)た だ し.こ うした ケースの場合 にほ損害賠償が生 じないか ら,当 該資産 の償却 をどのようにす

るかが別途問題 となる。

23〕 河井信太郎,前 掲 書,96ペ ー ジ。消費貸借契約 とは,当.懸 者 の..一方が金銭 その他,種 類,品 質,

および数量の 同 じ物 を返済す ることを約 して相手方か ら金銭その他 のものを受取 ることによって

成立す る契約 をい う。
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執行によって強制的に仮払金に計 ヒされることが前提であ り,当 然,両 者に

よって把握 ・管理されるべ きものである。監.査役 ・公認会計士は委任者である

会社 に対 し,職 務を行 うに際して通常の思慮分別を有する社会的平均人が自己

の事務を行 うについて用いる注意をもってこれを行う義務を負担している(商

法280条,民 法644条)=㌔ かかる枠組みにおいて,事 後に社会的事件 になるな

どして信用の失墜につながる可能性が多分に存する不正支出の費用処理を是認

し,備 忘に努めないことは,利 益が捻出されることよりもかえって通常の思慮

分別を有する社会的平均人の注意義務違反になるのではないか。財務諸表にお

いて仮払金として資産計上された不正支出は,「 注記」などで備忘内容を開示

すれば,第 三者に対.して注意を喚起できるはずであ り,現 に貸借対照表原則四

の(一)Dに おいて,債 権のうち役員等企業の内部に対するものは,特 別科目

による区別表示および注記 を促 している。

また,商 法および会計学の通説では,「重要性」をもたない取引について,

計算書類に影響を及ぼさない程度であれば,当 該事項 を監査報告書に記載する

ことを要さないとされてい る(た だしこの点につき,筆 者には反論がある)25,。

したが って,不 正支出が資産 として仮払金に計上され,利 益捻出につながると

しても,「重要性」を持たない程度の金額で,財 務諸表(商 法では計算書類)

に影響を与えない場合であれば,会 計上,さ ほど意味を持たないと判断で きる

のである。

さらに,監 査役 ・公認会計士の管理に基づ く求償が 「仮払計 ヒ説」の前提で

あ り,求 償 とは将来に補償が得られるよう仕向ける行為であるから,か かる行

為によって,「発生の可能性の高.い将来の経済的便益」(FASB財 務会計概念

ステー トメント第6号)が もたらされるものと考えられる。使途が明らかでな

く不正につながる可能性が高い支出に対し,求 償を前提に仮払金勘定に計上さ

24)河 井儒太郎,同 上書,179ペ ー ジ。

25)森 田章 「会計監 査人」 〔上柳 克郎他編 『会社法演習n」 有斐 閣,1983年),230ベ ー ジり ただ し

当該説に筆者は反対 であ り,拙 稿 「企業 不正支出における取締 役の法的責任 」「経済論叢」第163

巻第4号,19994一 一4月,に おいて反論が 述べられている。
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れ た場合,か か る仮払 金は用役潜在性 を具備 し,資 産的特性 を内包す ることに

な る。つ ま り,当 該支 出が 理論上 におい て資 産 だ とすれ ば,利 益捻 出 につな

が って懲罰 的措 置が(か えって)有 利 に働 いた として も,こ れ に対 して は,用

役 潜在性 に基づ く 「将来 キャ ッシュ ・インフロー」 とい う担保 倶 体的 には損

害賠償)が 存在す るもの と解 され る。

したが って,た とえ不正支出 を仮払勘定 に計上す ることで利益捻出 された と

して も,「 重要性」 がな ければ 会計 上問題 とはな らない。そ して,仮 払金 とし

た場合 には損害賠償 とい う 「将来 キャ ッシュ ・インフロー」が潜在す るか ら,

不 正支 出は本来 的に資産性 を具備す る ものと考 えることがで きる。

IV「 仮払計上説」を前提 とした法的責任の所在

商法では,取 締役が,善 管注意を欠くものであったと事後的に評価される態

様をもって職務を遂行 し,そ れがために会社に一定の損害をもたらしたと認定

されれば,会 社に対 して損害賠償責任を負うことになる(商 法第266条)2%ま

たこれは,監 査役および公認会計士 に対 しても充当す る法効力である(商 法

277条,商 法特例法第9条 〉。

そこでこれまでの議論から,不 正支出の 「仮払計上説」が理論的に妥当であ

ることを前提にすると,「善管注意を欠 くものであったと事後的に評価される

態様をもった職務」による不正.支出が費用として処理されたことに対 し,取 締

役 ・監査役 ・公認会計士の法的責任が形成される可能性が生 じる。つまり,不

正な支出 と事後的に評価される態様をもった職務に基づ く取引は,損 害賠償の

可能性を付帯するものであるから,「仮払計上説」に従えば,仮 払金に計上す

べきであ り,こ れを費用として会計処理 したことに対する法的責任の所在が新

たに問題 となるのである。

2ゆ=三 浦 治 「取 締役の会社 に対す る責任」 〔加美和照 編 『取締役の権 限 と責任」中央経済社1994

年),211ペ ージワ
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1商 法第266条ノ3第2項 の責任

「仮払計上説」を前提 とした場合,不 正支出の費用処理に対する具体的な法

的責任 としては,商 法第266条 ノ3第2項 の適用が相当と考えられる。株式会

社の計算書類に記載すべき重要な事項について虚偽の記載を行った場合,取 締

役は,損 害賠償の責に任ぜ られなければならないZ7:。同規定では 「虚偽」の記

載とされているが,通 説では,重 要な事項を記載しないことや誤解をさせない

ために必要な事項の記載を欠 く場合 も含まれる細.し たがって,使 途が明らか

でなく不正につながる可能性が高かった支出(当 時)で,善 管注意を欠 くもの

であったと(事 後的に)評 価された支出に対 し,支 出行為者への仮払金 として

注記などで記載することをせずに費用処理 した行為は,..i..分に注意 したことを

立証 しない限 り,重 要な事項を記載 しないこともしくは誤解をさせないために

必要な事項の記載を欠 く場合に相当する可能性がある。

また,監 査役および公認会計士についても,監 査報告書に記載すべ き重要な

る事項 に対 して虚偽の記載をなした場合に,上 掲の第266条 ノ3第2項 が準用

される(第280条 第2項,商 法特例法第10条)。 ここで,商 法の通説では監査報

告書の二号意見 〔会計帳簿の不正確性)を 述べるときには同時に四号意見(貸

借対照表及損益計算書の不正確性)を 述べるものとされているか ら,貸 借対照

表および損益計算書に重要な影響が及ばなければ,帳 簿の不実を二号意見 とし

て述べなくても責任を問われないのが実情である。

しか し,貸 借対照表および損益計算.書に重要な影響がない取引で,こ れが事

後に違法となって社会的信庸の失墜に至るような場合,当 該取引を発見 した監

査役 ・公認会計士が(使 途 ・接待先が明らかでない等の)二 号意見表明を要 し

ないとは必ず しもいえない。監査報告書に記載す るほど重要な違法行為であ り

なが ら,.計算書類全体として適法で,会 社の財産および損益情報を正 しく示 し

27>商 法 開示 には,取 締役に対す る不正抑止 の機能 が期 待されてい る.〔 龍 田節他 『新版 注釈会.社

法(6月 有斐閣.1987年,8ペ ージ>

2呂)龍 田節 「不実 の開示 と取締役の責任」『法学論叢】 第74巻 第4号,1964年4月,15-16ペ ー ジ。
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ている との総 合意見を表明す るのは矛盾で あ るか ら2'1,た と え四号意見 に及ぶ

よ うな重要性 を もたな くとも,帳 簿不実 の有無 を二号意 見 として表明すべ きで

ある働口

したが って,事 後 において不正 ・違法 と判決 され た支 出につ き,監 査段 階で

看過 もし くは費用 化 を容 認 した監査 役 ・公認 会計士 は,こ れ を仮払 金 と しな

か ったこ と,も しくは監査報 告書 に二号 意見(会 計 帳簿 における使途 の不明瞭

性 など)を 述べ なか った ことにつ き,注 意 を怠 らなか ったこ とを立証 しないか

ぎ り,第280条 第2項 および商法特例法弟ユ0条に よ り,損 害賠 償責任 を負 う可

能性 がある もの と解 せられる。

2虚 偽記載に対する証券取引法上の責任

他方,証 券取引法(以 下,証 取法)で も,「有価証券報告書冊のうちに重要

な事項について虚偽の記載があり,又 は記載すべき重要な事項若 しくは誤解を

生 じさせないために必要な重要な事実の記載が欠けているとき」に,役 員およ

び.公認会計士は,当 該記載が虚偽であり又は欠けていることを知 らないで当該

有価証券を取得 した者に対 し,記 載が虚偽であり又は欠けていることによ り生

じた損害を賠償する責めに任ずる(証 取法第24条 の4>。 ただし,賠 償を請求

できる者は,虚 偽記載があることを知らないで証券を取得 した者に限られる。

また,虚 偽記載等のある書類を閲覧 していないが 「不実の情報が組込まれた株

29)龍 田節他 『新版注釈会社法補巻(昭 和49年 改正)」 有斐闇,1980年,149ペ ージ。

3① 日本公認会計士協会監査基準委員会報告第S号15に おいて 「監査 人が財務諸表 に含 まれ た虚偽

記載の重要性 を判断す るに際 しては,量 的側面 と質的側面の双方 を考慮 しなけれ ばならない」 と

し.金 額的に重要で ないが質的側面か ら検討 を要す る虚偽記載 を発 見 した場 合には,他 の項 目に

影響 を及ぼ していないか確かめ るべ きとしてい る。 また,同 報 告第5号20で は,「 当該事業年度

においては虚偽 記載の重要性の基準値を超 えてい ない場合であ って も,将 来 において多額 の資 産

の減少を招 くなど次年度以降の財務諸表 に重要 な影響 を与 えるこ とが見込 まれる場 合には,そ の

旨財務諸表に開示が なされ てい るか どうか を検討」すべ きことを示唆 している。

31)証 取 法では,有 価証券届出書の虚偽記載 に関す る賠償責任の条文が先 に規定 され 〔証取法第18

条か ら第22条},有 価証券報告書 の虚偽記載 はこれ らに準用す る規定 とな ってい る 〔証取法第24

条の の.し か し,投 資のための意思決定情報 と しては有価証券報告書 がよ り.一般的 に利用 され

ているため,こ こで は.有 価証券報告書の虚偽記載に対 する責任 を考察 の対 象と している。
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価 」 で証券取 引を した者 もまた虚偽 記載等 の被害 者であ るとす る と,書 類 の閲

覧の有無 を問わない とす る解釈 が妥 当 とな る謝。

しか し,虚 偽 記載 が明 らか にな った場 合で も,当 該事 項 につ き 「相 当 な注

意」 を用 いたに もかか わ らず知 ることがで きなか った取締役 ・監査役,お よび,

監.査証明 に 「故意 又は過失 が なか った」公認会計士 には,損 害賠償が免責 され

る場.合があ る(証 取法第24条 の4)。 す なわ ち,そ の者が就い てい る役職 ・地

位か ら客観的 に判断 され る 「相当 な注意」の義務 を尽 くして,開 示書類 の内容

の完全性や正確性 等 を調査 ・分析 し,ま た虚偽記載等 のある開示が なされない

よ うにす る努力が彼 らに求め られ るわ けであ る3㌔

ここで,証 取法 と商法 に共通す る貸借対照表 な ど計算書類 の虚偽 記載につい

ては,両 法 の適 用関係 が問題 となる」'}。証取法が 「有価 証券取得者」 との関係

で役員 の責任 を規定す るのに対 し,商 法 の虚偽記載責任 は,役 員 ・.公認会計 士

が責任 を負 う相手方 に限定が な く,い くらで も広が り得 る。そ こで,株 式 ・社

債 の流通市場 を経 由 した損害 につ いては,市 場 に関す る専 門の法であ る証取法

上での責任規定 が,商 法第266条 ノ3第2項 の責任 の限界を画す る もの(前 者

が後者の特則)と 解 され る3㌔

いずれにせよ,不 正支 出が事後 に違法 となれば,本 来な ら当該支出 を仮払金

と し,か つ注記 すべ きであ ったの に対 し,「 善管注意 を欠 くもので あ った と事

後 的に評価 され る態様を もった職務」 とみ なされ るか ら,証 取 法上,「 重要 な

事項 について虚偽の記載があ り,.又 は記載 すべ き重要な事項若 し くは誤解 を生

じさせ ない ため に必要 な重要 な事 実 の記 載が 欠 けてい る」 もの と斟酌 され,

「当該記載が虚偽であ り又は欠けてい ることを知 らないで,当 該有価証券 を取

得 した者 に対 し,記 載が虚偽であ り又 は欠 けてい ることによ り生 じた損害 を賠

32)尾 崎安央 「取締役の虚偽開示責任」(加美和照編,前 掲書),344ペ ージ。

33)河 本一郎 「証券取引法の基本問題一民事責任を中心として一」「神戸法学雑誌」第21巻第3・

4号,1972年,239-247ペ ー.・ジ》

34)加 美和照編,前 掲書,346ペ ージ。

35}ヒ 村達男 「計算斉類の虚偽記載と商法第266条ノ3第2項 の責任」『別冊ジーリスト 会社判例

ゴ選』第六版,有 斐閣,1998.年,129ベ ージ.
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値 す る 責 め に 任 ず る 」 可 能 性 が 生 じ る こ と に な る 。

V.お わ り に

本稿では,企 業不正支出に対する 「仮払計上説」の妥当性を検証するために,

当該説の問題点とされる2点 について考察を加えた。導出された結論は,以 下

のとおりである。

1.「 清 算 の保証 がな く,事 後処理 が明 らかで ない」 とされ る点 につ き,仮 払

金へ の言1'ヒは,求 償 を前提 に監査役 もしくは.公認 会計士 の業務執行 によって

強制 的になされ,さ らには則.務諸表 において 「注記」 な どで 開示されるべ き

もので あるか ら,明 らか に事後処理が実行 されるはずで ある。 また,仮 払金

は会社 と仮払金 を受 けた者 との消 費貸借契約 に基づ く金銭 の交付で あるか ら,

取 締役会 の承認 を要す る金銭 の貸付 に該 当す るため,事 後 処理 が不 明になる

ことは考 え られない。

2.「 利益捻 出 につ なが る」 とされ る点 につ き,仮 払 金 として資 産計上 された

不正支出 は,「 注記」 などで 備忘 内容 を開示す れば,第 三 者に対 して注意 を

喚起で きるはずで あ り,ま た商 法の通説 では,金 額 の量 的に 「重要性 」を も

たず計算書類 に影響 を及ぼさない程 度で あれば,会 計.ヒ問題ない と.考え られ

ている。 さらに,求 償 を前提 に仮払 金に計上 された場 合,か か る仮払金は,

用 役潜在性 に基づ く 「将来 キ ャッシ ュ ・インフロー」 とい う担 保(具 体的に

は損 害賠償)が 存在す る もの と考 え られ,利 益捻 出の危険性が相殺され る。

「仮払計.ヒ説」の問題点が理論的に払拭できる以上,使 途が不明瞭で将来違

法となる可能性が存する支出を仮払金として資産計上することに問題はないと

考えられる。当該説を前提 とした場合,次 に挙げる法的責任の可能性を明らか

にすることができる。

1.善 管 注意を欠 くものであ った と事 後的に評価された支出 に対 し,支 出行為
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者 へ の仮払 金 とせず,か つ注記 な どを記載 しないで,こ れ を費用 処理 した取

締役 の行為 は,重 要 な事項 を記載 しない こともしくは誤解 をさせ ないために

必 要 な事項 の記載 を欠 くもの として,商 法第266条 ノ3第2項 の損害賠償責

任 に問われ る可能性があ る。 また,監 査段 階で看過 もしくは費用 処理 を容認

した監査役 ・公認会計士 は,こ れ を仮払金 としなか った こともし くは監査報

告書 に二 号意見(使 途 の不明瞭性)を 述べ なか った ことにつ き,注 意を怠 ら

なか った こ とを立 証 しないか ぎ り,第280条 第2項 および商法特例法 第10条

によ り,損 害賠償責任 を負 う可能性が生 じる、

2.不 正支 出が事後 に違法 とな った場合,本 来 なら当該.支出 を仮払金 とし,か

つ注記すべ きであ ったのに対 して,「 重要な事項 について虚偽の記載が あ り,

又 は記載すべ き重 要な事項 若 しくは誤解 を生 じさせないために必要 な重要な

事実 の記載が欠けてい る」 もの と斟 酌され,当 該記載が虚偽であ り又 は欠 け

ていることを知 らないで当該有価証券 を取得 した者 に対 し,役 員 ・公認会計

士 は記載が虚偽で あ り又 は欠けてい ることに より生 じた損 害を賠 償す る責め

に任ず る可能性 が生 じる(証 取 法第24条 の4)。


